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人権を尊重する
持続可能な公共調達

ー人を大切にする持続可能な社会の実現に向けてー

お問い合わせ先

国際労働機関（ILO）はさまざまな労働の問題に取組む国連の専門機関です。企業活動における人権侵害を防ぐ
「ビジネスと人権」への理解と実践を促すことも活動の一つです。ILO駐日事務所では政府、労働者、使用者をは
じめ市民社会や学界などのパートナーと協力し、労働者の権利を守り、企業の公正な競争環境を実現するために活
動しています。

ILO駐日事務所と「ビジネスと人権」

一般財団法人CSOネットワークは「一人一人の尊厳が保障される公正で持続可能な社会の実現」を目指して、マルチ
ステークホルダーの参画による社会課題の解決に取組んできました。2016年より「持続可能な公共調達」の推進に
向けた調査や情報発信を実施、2022年からは、ILO駐日事務所と協働し、公共調達への人権尊重の組入れについて
調査・提言活動を行っています。

CSOネットワークの「持続可能な公共調達」推進に関する取組み

人権方針 救済

関係者（ステークホルダー）との対話

モニタリング・
是正 情報開示負の影響の

防止・軽減
負の影響の
特定

人権デューディリジェンスの取組み

人権を尊重する「持続可能な公共調達」に向けた行動を！
● �企業
　�サプライチェーンを通じて人権尊重の経営を実現し、公正な競争環境でビジネスを行うために、

人権侵害リスクの排除や問題の是正を継続的に行う人権デューディリジェンスに取組んでくだ
さい。

● �行政
　�公共調達における契約の主体として、自らも人権デューディリジェンスに取組むとともに、「持続

可能な公共調達」を通じて、人権尊重を土台とする持続可能な社会づくりを先導してください。
● �人権デューディリジェンスの全ての過程で、権利保持者を含む関係者との対話を進め、人権尊重
を確実に進めていきましょう。



人権を尊重する「持続可能な公共調達」の推進を通して、
人を大切にする持続可能な社会を実現しましょう

▲   �調達を受託した企業のみならず、サプライチェーン全体に人権尊重の取組みがひろが
るとともに、人権を尊重する公正な競争環境の実現が促進されます。

▲   �政府は、人を大切にする持続可能な社会のあり方を示すことができるとともに、人権に
関する国際的な共通基盤である「ビジネスと人権に関する指導原則＊」に定められた国家
の人権保護義務を果たすことができます。

公共調達に人権尊重基準を組み込むことによって、企業のサプライチェーン全体の
人権課題の是正につながるとともに持続可能な社会づくりに寄与します。

「持続可能な公共調達」に人権基準を組み入れることにより
期待される効果

1.	 持続可能な社会に向けて政策的一貫性のある「持続可能な公共調達」の実施

2.	 「正」と「負」の影響を考慮した「人権尊重調達枠組み」の策定

3.	 政府による「苦情処理メカニズム」の提供

4.	 「持続可能な公共調達」推進のための能力開発と体制整備、国民の権利意識の醸成

人権を尊重する「持続可能な公共調達」の推進に向けて、
CSOネットワークでは ILO駐日事務所とともに、政府に４つの提言を行いました（2022年12月）。

＊ �2011年に国連人権理事会で全会一致で支持された。この「指導原則」の着実な履行のために日本では、『「ビジネスと人
権」に関する行動計画2020－2025』が策定されている。

自治体の公共調達の契約について定めた「公契約条例」では、 公共調達を政策実現の手段として位置

付け、主として公共調達に関わる労働者に支払う賃金を最低賃金よりも高く規定することによって、適

正な労働条件の確保と労働者の生活の安定を図ることを目的としています。公共サービスの質の向上

とともに、貧困問題や格差の是正を含む地域住民の福祉の向上を目指す取組みと言うことができます。

人権を尊重する「持続可能な公共調達」のこれまでの取組みとして、
地方自治体における「公契約条例」の制定を挙げることができます。

政府 企業

人権尊重基準
本提言の前段として、人権尊重をめぐる国際潮流及び持続可能な調達の国際的な要請を概観した上で、
日本の公共調達の現状と課題についても論じています。


